
事務事業評価シート（事後評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/

事業開始時期

利用者数

創2-2 子育て支援の促進

　西東京市次世代育成支援行動計画ニーズ調査（平成21年１月調査）で、子どもが0歳から5歳の保護者に対し
病後児保育室の認知度を調査したところ、「知っている」が66.7％であったが、「利用したことがある」が5.5％で
あった。子どもが病気で保育園や幼稚園等を利用できないときの対処方法としては、「母親が休んだ」64.1％、
「親族・知人に預けた」36.3％、「父親が休んだ」35.5％となっている。現在「利用したことがある」5.5％であるが、
今後「利用したい」35.8％である。病後児保育室の満足度は、「満足」30.8％と「まあまあ満足」46.2％を合わせて
77％となり、利用している人の満足度は高い。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

　平成１９年度利用実績は、都内76施設のうち「えくぼ」が２位（93.1％）、「ぱ
んだ」13位（61.3％）と、高水準である（都内76施設平均利用率　32.7％）。

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

代替・類似サービスの有無

子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境づくりを進めます。

《指標の説明・数値変化の理由　など》

事
業
環
境
等

　NPOが病気の子どもを預かるサービスを実施しているが、西東京市は対象
地域外。現在は２３区内のみ対象。

二
次

目標値

実績値

1,711 1,816 1,859

1,950一
次

目標値 人

実績値 人

18年度 19年度 20年度 21年度

1,255 1,429 1,570

《指標の説明・数値変化の理由　など》
①1施設４名×２施設
　

19年度 20年度 21年度

①　定員数 実績値 人 8 8 8 8

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 18年度

②　登録者数 実績値 人 1,049

成果指標 単位

18,981

千円 11 10 10 #DIV/0!
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千円

898
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0.11
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18,022 17,999 17,902

8,940 8,990 8,066
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18,083

8,066

平成13 実施形態
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6-1-1 病後児保育事業 子育て支援部　子育て支援課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成及び資質の向上に寄与する。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の概要（国・都
基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等　　※該当する予算事業名・節目を明記する

　本事業は、病気の回復期にあり、医療機関における入院治療の必要はないが、安静の確保に配慮する必要がある児童を、保護者の勤務等の
都合、疾病、事故、出産、家族の介護、冠婚葬祭その他やむを得ない事由により家庭において保育を行うことが困難なときに、医院に併設した場
所で一時的に預かり、子どもの病状が悪化したときは、その医院の医師が対応する事業である。平成13年７月に１施設（「えくぼ」）２名の定員で事
業を開始し、平成15年10月に新たに１施設（「ぱんだ」）を開始し、各施設定員２名で実施した。その後、平成16年10月に各施設の定員を４名に
拡大し、現在に至っている。
・補助金の概要　：　国・都の補助金有(２１年度東京都補助金交付要綱未定）
・予算事業名　：　病後児保育事業　（３　民生費　２　児童福祉費　１　児童福祉総務費）

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課
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【一次評価】
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【二次評価】
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【行革本部評価】

行革本部評価
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創2-2 子育て支援の促進 子どもを安心して産み、健やかに育てられる環境づくりを進めます。

6-1-1 病後児保育事業 子育て支援部　子育て支援課

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　病後児保育室の認知度は低くはないが、さらに
積極的なＰＲを行う必要がある。
　事業の認知度がある程度高い割りに、利用したこ
とのある人の割合が低い原因は、利用料や、事業
の使い勝手の問題などが考えられるが、より詳細な
検証を行い、必要とする人が気軽に使えるよう見
直しを行う必要がある。
　また、将来的には、病後児の家での支援や、保
育園の活用なども視野に入れて検討する必要があ
ると思われる。
　利用者の費用負担については、委託先の収入と
なる仕組みになっており、委託先の利用率数向上
へのインセンティブや市の徴収業務の軽減などに
効果の高い方式が採用されていると思われる。
　費用対効果の検証については、委託料と、委託
先が直接収入としている費用負担を総合的に勘案
し、適正な水準を維持するよう随時検証をする必
要がある。その際、委託料の算出根拠についても
客観的な指標を基にした明確化をする必要があ
る。

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　本事業は、子育てと就労の両立を支援するうえで重要な位置づけにあり、利用実績からニーズも高いと判断さ
れ、現状の事業規模や利用者負担の水準は概ね適正であると考えられる。
　増大する子育て支援ニーズには行政を含む社会全体で対応すべきであることから、引き続き行政が子育て支
援分野で果たすべき役割や費用対効果を考慮した適切な事業実施に努めるとともに、今後は病児保育への対
応や、在宅における病後児保育への支援、保育園における病後児保育の実施などについて、検討を進められ
たい。
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一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

ランク

2

　アンケート調査から、本事業は保護者・親族が対応でき
ない緊急の場合に利用されており、今後さらに利用者の
増加が見込まれる。実際に、利用者数が毎年増加してい
ることや、近隣市、人口が同規模の市と比較しても利用実
績が高いことから、市民ニーズは高く、本市では必要不可
欠なサービスとして定着していることが伺える。
　23区ではNPOが病気の子どもを預かるサービスを実施し
ているが、当市は対象地域外であり、本事業は子育て支
援の一環として市の責務である。利用料は、1日3,000円
(生活保護世帯等は1,000円）半日1,500円（同500円）で、
都補助金算出の際の標準利用料と同等であり、受益者負
担については適切と思われる。
　今後は、総合計画に示すとおり、対象児童を「病児」（病
気の回復期に至っていない子ども）へ拡大することが求め
られており、東京都の補助金の重点が平成２１年度から
「病児対応型施設」となる予定であることを踏まえ、「病児
対応型施設」設置を検討していくことが課題となる。また、
保育園登所後の体調不良による保育所等からの呼出へ
の対応も検討していく必要がある。
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継続実施

改善・見直し

抜本的見直し
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拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目


